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本誌では、日本公認会計士協会常務理事の岸上恵子氏、同理

事の布施伸章氏がロンドンの国際会計基準審議会（IASB）オ

フィスを訪問したのを機に、「IASBの開示に関する取組み」を

テーマとして、IASB副議長であるIanMackintosh氏、IASBの

テクニカル・プリンシパルであり、開示に関する取組みのプロ

ジェクト・リーダーであるKristyRobinson氏、IASBの客員研

究員である倉持亘一郎氏にお集まりいただき、インタビューを

実施した。

インタビューでは、IASBの開示に関する取組みの概要、適

用及び調査研究プロジェクトの具体的な内容、さらには、純損

益とその他の包括利益（OCI）の暫定合意などについてお話を

うかがった。IASBの開示に関する取組みの今後の動向を把握

するためにも、是非、ご一読いただきたい。

（機関誌編集員会）

国際会計基準審議会（IASB）
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１．IASBの開示に関する取組みの

開始

倉 持 国際会計基準審議会

（IASB）は、2011年のアジェンダ協

議を経て開示に関する取組みを開始

したと理解していますが、このプロ

ジェクトの背景についてお話いただ

けますか。

Mackintosh 開示の複雑性が増

していることや、財務報告書の分量

が多くなりすぎていることについて、

世界中でさまざまな議論が起こり、

既に、この問題を検討するプロジェ

クトを開始している団体もありまし

た。その中には、不必要な開示項目

を識別したり、開示に関する原則を

検討するプロジェクトもありました。

また、IASBのアジェンダ協議にお

いても、IASBがこの論点を取り上

げることを求める意見が多く寄せら

れました。このため、2013年１月に

IASBは、投資家、作成者、監査人、

規制当局、基準設定主体など、あら

ゆる関係者を集めた会議をロンドン

で開催しました。その後、この会議

で得られた意見をフィードバック文

書として公表しⅰ、この論点にどの

ように取り組むかに関して、Hans

Hoogervorst議長が「10ポイント・

プラン」を発表しましたⅱ。このよ

うに、開示に関する取組みの背景に

は、世界中のさまざまな関係者の強

い関心と問題意識がありました。

岸 上 その中で、一番強く主張

した関係者はどちらでしょうか。

Robinson 米国財務会計基準審

議会（FASB）ⅲ、欧州財務報告諮問

グループ（EFRAG）ⅳ、スコットラ

ンド勅許会計士協会、ニュージーラ

ンド勅許会計士協会ⅴが公表した文

書にはいずれも強い意見が記載され

ていたと思います。これらの組織は

国内関係者のメッセージを代弁して

いたものだと思います。

Mackintosh 開示の分量を少な

くしてほしいとの意見は、主に、作

成者と個人投資家から寄せられてい

たと思います。機関投資家の中には、

開示の削減に対して賛成・反対両方

の意見があると思います。

Robinson 単に開示の分量を削

減するだけではなく、有用でない開

示を識別して、それを削減すべきと

の意見もあります。また、開示を追

加すべき項目に関する意見も寄せら

れており、これらについてもプロジェ

クトの中で取り組んでいます。

Mackintosh 私たちのプロジェ

クトの目的は、単に財務報告書の分

量を少なくすることではありません。

財務報告書に目的適合性のある情報

や重要性のある情報は含め、目的適

合性のない情報や重要性のない情報

は削減することを目的としています。

岸 上 本当に重要な事項の開示

に焦点を絞るということですね。

Mackintosh そのとおりです。

そして、何が重要なのかは企業が決

めることです。重要なのは、企業が

その年度にどのような事業活動を行っ

たのか、事業がどのような状況になっ

ているのかについて有用な情報を提

供することです。これには、例えば、

注記の順番も関係します。企業が情

報を明確に伝えるために、注記の順

番を自由に決めることができるよう

にするのか、それとも、注記項目に

明確な順番を決めて、すべての企業

が画一的に同じ順番で注記をすべき

なのか。この場合、比較可能性（す

べての企業が画一的に同じ順番で注

記すれば比較可能性が高まります）

と目的適合性（重要な取引に関する

注記を先に開示する、ある取引に関

連する注記項目を一括して開示する、

重要な取引の起こった順序を踏まえ

た記載の順序とする等により、ストー

リーをより効果的に伝えられる可能

性もあります）の対立が生じますが、

この２つのバランスを取ることが重

要なのです。

２．日本における開示の状況

岸 上 日本の状況をご説明した

いと思います。現在、日本基準では

規則により開示項目が定められてお

り、ひな形も出回っています。企業

はそのひな形に則って開示を行うの

が通常です。現在、日本では、私が

知る限り、作成者は定められた項目

以外の開示を行うことにはそれほど

積極的ではありません。

倉 持 おっしゃるとおりですね。

日本の状況は少し異なり、開示すべ

き項目が明確に定められており、要

求されている以上の項目が開示され

ることは稀だと思います。このため、

開示の削減に関して国際的にさまざ

まな議論が行われていた際も、日本

では、特段大きな議論にはなりませ

んでした。IASBがIFRSに基づく財

務報告書の開示量を減らそうとして

いるというメッセージだけが伝わる

と、日本の利用者は、このプロジェ

クトによって財務報告書で提供され

る情報量が単に減ると受けとめるか

もしれません。しかし、先ほどMack-

intoshさんがおっしゃったように、

単なる開示の削減ではなく、不必要

な開示を削減しつつ、注記で記載さ

れる内容の目的適合性や質も向上さ

せることが目的であるということで

あれば、IFRSで作成される財務報

告書の注記情報は、今以上に投資家
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のニーズに合致した情報を提供する

可能性もあるということかと思いま

す。

Robinson それは、コミュニケー

ションの問題でもあります。同じ情

報であっても、より分かりやすく、

明確に伝えることが重要です。これ

もIASBが関係者を集めて行った会

議等からみえてきたことの１つです。

内容だけでなく、それを伝える方法

も重要であり、それによって内容を

まったく変えることがなくても大き

な効果を得ることができます。

布 施 私も、コミュニケーショ

ンを踏まえた上で開示の充実と削減

のバランスを図ることはとても重要

だと思います。また、各国における

現在の開示レベルをどのようにみる

かということも、議論の出発点とし

て大切だと思います。

私個人は、IFRSに従った開示と

比べると、日本では、限定的な開示

に止まっている項目が多いと感じて

います。特に、見積りの不確実性に

関する事項や判断に関する事項の開

示はより一層の充実が必要と感じて

います。日本では、収益認識は実現

主義によるとの定めはありますが、

包括的・具体的なルールがありませ

ん。このような場合、各企業が収益

認識について行った重要な判断を開

示するという方法も考えられますが、

実務上、特定の場合を除き、そのよ

うな開示例はほとんどありません。

したがって、このような開示項目に

ついては、日本では、開示の水準・

質を高める必要があるのです。IASB

の開示プロジェクトは、開示を削減

するだけでなく、目的適合性を高め

るというメッセージを伝えることも

重要だと思います。

Mackintosh もし、開示しなけ

ればならない項目の一覧が画一的に

与えられるだけなのであれば、私も

日本の作成者と同じように、１つひ

とつの質問に答えるだけで終わらせ

てしまおうとするでしょう。しかし、

私たちは個々の作成者に、何を開示

すべきかをもっと考えていただきた

いと思っています。

会社の状況を利用者により深く理

解していただくために、ある情報に

目的適合性があるのか、重要性があ

るのかといった点を作成者の方々に

考えていただきたいのです。我々が

目指しているのは、画一的なリスト

だけに基づく開示を求めるアプロー

チとは大きく異なるものです。

Robinson 個別の要求事項では

求められていない開示が本当に行わ

れるのかどうかが試されると思いま

す。重要な事項に関して、当該事項

の開示が個別の要求事項で求められ

ていない場合であっても、利用者の

ために開示する必要があるかどうか

の判断を企業に求めるというアプロー

チなのですが、現行実務では、この

ような観点から重要性を考慮してい

るケースはあまりないと思います。

「開示要求事項の一覧があり、それ

に基づき開示する」というアプロー

チと対極の考え方をもっと基準に取

り入れるべきだと思っており、IAS

第１号の修正案ⅵにおいても、重要

性を追加開示の考慮事項とするとい

う、一般的な重要性の適用とは逆側

の側面を含めようとしています。開

示で達成すべき目的が明確であれば、

どの情報に目的適合性があるか明確

になるはずであり、要求事項があろ

うとなかろうと、その情報を開示に

含めるというものです。これが、開

示プロジェクトの開示の充実の側面

です。

Mackintosh もう１点付け加え

たいのは、財務報告の問題を欧州と

日本の文化や制度、歴史的背景の違

いによるものと片付けてはいただき

たくないという点です。欧州内でも

ドイツやフランスは、英国よりも日

本に近い背景を持っていると思いま

す。欧州は、欧州連合（EU）の枠

組みを構築する中で、文化や制度、

歴史的背景が大きく異なる国々を１

つにまとめてきました。その過程で、

同じような問題に対処しつつ今の方

向に進んできました。

岸 上 日本だけが特別なのでは

ないということですね。

３．重要性

Robinson 重要性に関する作業

を行う過程で、私たちは、各国の基

準設定主体に質問票を送付しました。

日本からも、重要性がどのように適

用されているかに関して回答をいた

だけることになっています。各国か

らはそれぞれ異なる反応が返ってく

ると思います。さまざまな国の反応

をまとめ、考え方や行動の違いを浮

き彫りにすることはとても有用だと

思います。私たちがある１つの概念

だと思っていることが、さまざまな

国・地域でどのように適用されてい

るかを知ることで、それを基に、重
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要性をどのように伝えればよいかに

ついて決定できると思います。

岸 上 重要かどうかは誰が判断

するのでしょうか。最初の判断は、

作成者だと思うのですが。

Mackintosh まずは作成者だと

思います。その上で、ある事項が重

要な情報を含んでいるか否かは、監

査人も考える必要があります。３番

目は規制当局です。

倉 持 明確な順序があるという

ことですね。まず作成者、次に監査

人、そして次に規制当局、というよ

うに。

Mackintosh そうですね。逆で

あってはならないのです。

世界の中では、監査人が開示を追

加しているケースが数多くあります。

「念のため」記載を求めるのです。

重要かどうか分からないから、開示

を求めるのです。IASBは、より適

切な判断が行われるようにできれば

と考えています。

Robinson 重要性に関する判断

が難しい場合、どこかの時点ですべ

ての当事者が話し合うことが必要に

なると思います。最終的によりよい

判断に至ることができるように、議

論の改善が必要だと思います。

岸 上 私も同じように議論が大

事だと感じています。その前提とし

て、閾値が想定される場合、作成者

にとっての閾値は、監査人にとって

の重要性の閾値よりも低くてしかる

べきではないでしょうか。

倉 持 そうですね。情報の非対

称性の緩和という財務報告の役割を

考えれば、作成者は閾値を低く設定

してリスクのある項目を利用者に積

極的に開示すべきなのかもしれませ

んが、実際にはそういった方向にイ

ンセンティブが働かず、場合によっ

ては、リスクのある項目について、

最小限のボイラープレートの開示で

済ませたいと考えることもあるかも

しれません。

岸 上 作成者は、リスクのある

項目には、もっと多くの開示を行う

決定を下さなければならない場合も

ありますが、ともすると反対になり

がちともとれるかと思います。この

理解で正しいですか。

Robinson 最終的には作成者と

監査人は同じ重要性の判断をすべき

だと思います。何をもって重要と考

えるかの判断は、最終的には、利用

者がどのような情報を知りたいと思っ

ているのかを自分自身がどう考える

かという問題なのです。同じ概念で

すので、作成者と監査人は最終的に

何が重要で、何が重要でないかに同

意しなければなりません。それぞれ

の仕事の観点は異なるかもしれませ

んが、何が重要かについてどのよう

に合意するか、また、作成者は重要

でないことについて、監査人に示し

たり、重要でないことについての適

切な証拠を示すかといったことは、

すべてその議論の一部なのです。

４．利用者のニーズ

岸 上 公開草案IAS第１号の修

正案では、利用者のニーズに言及さ

れていますⅶ。利用者のニーズは誰

がどのように決定することを想定し

ているのでしょうか。作成者でしょ

うか。私たち監査人は、利用者の特

定のニーズを一義的には知ることは

できませんので。

Mackintosh とても興味深い点

ですね。何に目的適合性があり、何

に重要性があり、どのような情報を

伝えたいかを考えるのは作成者です

が、監査人は、何か抜けているもの

がないか、この項目は含めるべきで

はないかといった事項を指摘して議

論するのだと思います。

Robinson 作成者は、利用者が

誰であるかをきちんと把握している

ことが前提ですが、作成者は、自分

が利用者だったらどの情報が必要だ

と思うかといったことを考える必要

があると思います。作成者と利用者、

また、投資家との間できちんとした

対話が行われていれば、その判断を

行う上で有用であると思いますし、

その議論に最終的に役立つフィード

バックが得られると思います。

IASBだけが重要性に関する議論を

手助けできるわけではないことが分

かると思います。作成者は、自身の

財務諸表に対する利用者のニーズを

より深く理解しており、その知識を

重要性に係る決定を行う際に利用で

きるのです。

布 施 重要性については、作成

者、監査人、規制当局の間で何らか

のコンセンサスを得るという方法も

あるのかもしれません。そのような

コンセンサスがなければ、作成者は、

財務諸表に何を含めて何を含めない

かを判断することが難しくなり、最

終的に、監査人や規制当局に指摘さ

れるという理由で含めた方が無難で

あるとの判断になり、開示の削減は
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進まないのではないかという意見も

あります。日本では、作成者と監査

人の間に重要性に関して定量的な目

安があるものもあります。

岸 上 日本基準の細則に書かれ

ていますので。

倉 持 多様な利害関係者の意見

を踏まえて会計基準設定を行うデュー

プロセスを前提とすれば、会計基準

に記載された数値基準（例えば、日

本基準における少額リース資産に係

る300万円基準）は、基準設定の過

程で多様な利害関係者が重要性に関

してコンセンサスを形成し、細則が

それを示しているともいえると思い

ます。しかし、IFRSでは、基準に

そのようなことは定められていませ

ん。IFRSにおいて、作成者、監査

人、規制当局の間で重要性に関する

コンセンサスをどのように得ること

ができるとお考えですか。

Mackintosh 私は、何から何ま

でコンセンサスに基づく決定が行わ

れるべきであるとは思いません。主

導すべきは作成者であり、これが私

たちのメッセージです。財務報告書

を作成するのは作成者であり、事業

についての情報を伝えるのは作成者

であり、その企業の財務報告書にお

いて何が重要で何が重要でないかを

理解しているのも作成者なのです。

そして、作成者は監査人に説明し、

理解させなければなりません。この

ような議論や、ちょっとした対立は

通常のことです。財務報告書におけ

るさまざまな決定には必ずこの対立

があります。そして最後に規制当局

が関わってきます。作成者、監査人、

規制当局の全当事者が財務報告書を

作成する前からコンセンサスを有し

ているというのは最善の方法ではな

いと思います。

作成者は利用者が何を求めている

のか、知る立場にあると思います。

過年度に作成者が利用者と業績につ

いて話し合った際に、開示が不十分

だった点に対して、「どうしてこれ

を開示していなかったのですか」と

いった指摘を利用者から受けている

ことと思います。

岸 上 なるほど。しかし、利用

者の声が小さかったり、考え方が利

用者の間で大きく異なっているよう

な状況では、作成者はどのように判

断を下せばよいでしょうか。比較可

能性と企業独自の情報伝達のバラン

スということでしょうか。

Mackintosh 利用者の関与を促

すという課題は、世界中で同じよう

にあります。作成者は利用者のため

に財務報告書を作成しているのです。

企業は基本的に、株価をある程度高

く保つように努力します。そのため

には利用者と対話することが重要で

す。利用者は、企業の業績が良かっ

たのか悪かったのか、財務状態が健

全であるのかといった事項を評価し

ます。利用者が何を求めているのか

を聞くのではなく、何を求めている

かを察することに時間を割くことに

なったとしても、何らかの対話がな

ければなりません。いずれにせよ、

利用者にとって何が目的適合的かに

焦点が絞られます。しかし、岸上さ

んの分析で示された最も重要な点の

１つに、比較可能性と企業独自の情

報伝達の対立があると思います。比

較可能性の高い情報は利用者の財務

分析を容易にするため、利用者に好

まれます。そのため、細則の一覧の

ようなものを設けることも、利用者

の声に応える１つの方法であると思

います。しかし一方で、その細則か

ら生じた情報はどの程度有用な情報

なのかという問題があります。もし

開示される情報の有用性が乏しいの

であれば、結局、利用者の役には立

たないのです。

岸 上 企業固有の開示を行って

いかなければならないという意味で

すね。

Mackintosh 企業は、自社の事

業に焦点を絞った開示を行うべきで

す。どのように事業を運営しており、

企業にとって何が重要であり、事業

にとって重要なベンチマークは何か。

しかし、そのような開示を多く行え

ば、比較可能性がいくらか損なわれ

てしまいます。企業は他業種の企業

とは異なった方法又は異なった優先

順位で報告を行いますので。

Robinson 利用者の中でも、比

較可能性と企業独自の情報伝達につ

いては見解が分かれるところだと思

います。注記の順番に係るIAS第１

号の修正案ⅷに関して利用者と話し

た際も見解が分かれていました。比

較可能性のために注記の順番を決め

た方がよいとする利用者もいました。

Mackintosh 例えば、ある投資

家にとって注記21（特定の注記番号

の開示項目）が重要なのであれば、

彼らは注記21だけを常に見ていれば

いいのです。

Robinson 他方、順番を変える

ことによって得られる情報の目的適

合性の向上や理解可能性の向上を評

価した利用者もいました。このよう

に１つの答えというのはありません。

Mackintosh そのとおりです。

この問題に簡単な答えはありません。

１．開示に関する取組みの範囲

倉 持 次に、開示に関する取組
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みの概要をご説明願います。

Robinson ご覧のとおり（上記

図１参照）、開示に関する取組みは、

１つのプロジェクトではありません。

いくつかのプロジェクトの総称で、

開示の問題を１つの解決策で片付け

ることができないことがお分かりに

なると思います。開示に関する取組

みは３つに区分できます。適用の段

階（公開草案の公表）に移行しつつ

あるプロジェクトと、より長期的な

調査研究として行われているもので

す。また、継続的に行われる活動も

あります。

適用に関して、IASBはIAS第１号

を明瞭化するための修正に関する公

開草案「開示に関する取組み」IAS

第１号の修正案を公表しました。こ

れは、この取組みの最初の成果です。

この修正はIFRSを大きく変えるも

のではありませんが、IFRSが必要

以上に文言どおりに解釈されてしまっ

ている項目を取り上げました。私た

ちは、この修正で取り上げている一

部の概念について、人々が考え始め

るきっかけを与えることができたと

考えています。

ほかにも財務活動から生じる負債

の調整表に係る修正も検討していま

す。これは、企業の債務に関してさ

らなる情報が必要であるという、利

用者からの継続的な要請に対応する

ものです。

調査研究として行われているもの

は３つあり、１つ目は重要性に関す

る取組みです。これについては、

2014年９月のIASB会議に会議資料

を提示する予定です。その後どのよ

うに進めるかは、調査研究の結果に

よって決まることになると思います。

２つ目として、開示原則のプロジェ

クトがあります。これは、開示に関

する取組みの根幹を成すプロジェク

トだと考えています。このプロジェ

クトは、概念フレームワーク・プロ

ジェクトで、現在検討中のハイレベ

ルな原則のうち、開示に関連するも

のに基づき、IASBの開示に関する

基準設定や作成者の開示の判断に指

針を与える開示の原則を策定するこ

とを目指しています。具体的には、

IAS第１号「財務諸表の表示」、IAS

第７号「キャッシュ・フロー計算書」、

IAS第８号「会計方針、会計上の見

積りの変更及び誤謬」の修正という

形で行うことになります。IASBで

の協議を2014年末まで行い、2015年

半ばにディスカッション・ペーパー

を公表することを目指しています。

３つ目として、現行基準における

開示に係る要求事項のレビューを実

施しています。IFRSで用いられて

いる表現や開示に関する要求事項が

整合しているか、重複がないか、レ

ビューを実施したいと思います。

また、これらの適用、調査研究に

加えて、電子開示（XBRLタクソノ

ミ）に関連する作業も進めています。

電子開示は開示原則を検討する際に

とても役立っています。ここでは、

紙とデジタルの両方で伝えられる開

示の検討を行っています。

２．概念フレームワーク・プロジェ

クトとの相互関係

倉 持 開示原則のお話がありま

したが、概念フレームワーク・プロ

ジェクトと開示に関する取組みとの

相互関係について教えていただけま

すか。

Mackintosh この開示に関する

取組みは、概念フレームワークの一

環として始まったものです。概念フ

レームワークのディスカッション・

ペーパー（2013年７月公表）では、

第７章が表示と開示の問題を扱って

いました。表示と開示はまだ概念フ

レームワークの一環ですし、２つの

チームは非常に緊密に連携を図って

います。開示に関しては取り組むべ

き課題が多く、チームを２つに分け

る必要がありました。

１．Non-GAAP測定値の意味と小計

の表示

倉 持 公開草案「開示に関する

取組み」IAS第１号の修正案では

non-GAAP測定値ⅸに言及されてい

ます。まずは、non-GAAP測定値を

どのような意味で使っていらっしゃ

るかご説明いただけますか。一言で
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【図１】IASBの開示に関する取組みの鳥瞰図
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non-GAAP測定値といっても、人に

よって定義が異なる場合があります

ので。

岸 上 例えば、公開草案IAS第

１号で提案されている小計はnon-

GAAP測定値なのでしょうか、それ

ともGAAP測定値とお考えでしょう

か。

Mackintosh 財務情報はさまざ

まな方法で表示することができます。

小計も１つの方法ですし、他の項目

を注記に記載するということも１つ

の方法です。最近では、企業が決算

報告やプレスリリース、事業の説明

において、純損益以上にEBITDA等

を強調しているかもしれません。私

がオーストラリアの規制当局で働い

ていた時、企業が損益計算書でどの

ような表示をしているのかを見てい

ました。個人的な見解ですが、

EBITDAのような項目を追加で表示

することは認められますが、純損益

も強調する必要があり、純損益に何

を加算し、何を除外したのか開示が

なされるべきだと考えていました。

これは私の個人的見解ですが、純損

益が明示され、純利益と追加項目の

調整表が示され、企業がそれによっ

てよりよい情報がもたらされると考

えるのであれば、それで構わないと

思います。

Robinson 私たちは開示原則に

関するプロジェクトの一環で小計に

ついても検討しています。IFRSの

中で、小計や合計が定められている

ことは稀ですが、目的適合的な情報

を提供すると考えるのであれば、そ

れを賃借対照表や損益計算書上で追

加することを要求しています。

IFRSは小計の利用を禁止していま

せん。各国GAAPからIFRSに移行し

た際に、多くの場合、各国GAAPで

使用されていた小計を引き続き容認

するほど、IFRSは柔軟です。

Mackintosh 多くの場合、従前

のGAAPと同じ表示を行うことがで

きると思います。

岸 上 日本には、売上総利益

（損失）、営業利益（損失）、経常利

益（損失）、そして、特別利益（損

失）があります。

倉 持 特別利益（損失）は異常

項目の場合がありますね。

Mackintosh 異常項目が乱用さ

れていたことから、IFRSでは異常

項目の使用は認められなくなりまし

たⅹ。

損益計算書に異常項目を設ければ、

何か悪い項目があれば、全部そこに

計上してしまうことができます。企

業は異常項目の上に利益を表示して

いましたが、ある項目を異常項目と

して計上する企業とそうでない企業

があると利益の比較可能性が確保で

きません。「異常」が何を意味する

かを定義しなければならず、IASB

はそれを試みましたが、難しく、う

まくはいきませんでした。

布 施 「小計」についてですが、

IFRSに従った認識及び測定をベー

スにした数値で、IFRSに基づいた

科目間の組替えにより算出するとい

う理解で正しいでしょうか。

Mackintosh はい、そのとおり

です�。IFRSに従った認識及び測定

を行った上で、調整表で加減項目を

示せば、最終的に純損益にどのよう

につながったかが明確に分かります。

純損益に何を除外して、何を加算し

たら小計となるのかが明確でなけれ

ばなりません。

Robinson 公開草案IAS第１号の

修正案に小計に関する記述がありま

すが、これは小計を含めてはならな

いという提案ではありません。IAS

第１号は、目的適合的な情報を提供

するものであれば、小計を含めるべ

きであると明確に述べています�。

公開草案に記載された提案は、これ

らの小計が誤解を生む可能性がある

との懸念に対応するためのものです。

すなわち、小計はIFRSに従って認

識・測定したものでなければならな

い、首尾一貫したものでなければな

らない、その小計に何が含まれてい

るか明示しなければならない、IFRS

で定めている小計・合計よりも目立

つ形で示してはならないというよう

に、IAS第１号の修正を提案してい

ます�。

倉 持 公開草案IAS第１号BC15

項において、「IASBは、non-GAAP

測定値の増殖を促進するものとみら

れる可能性のある修正を提案するこ

とは望んでいない」と述べられてい

ます。non-GAAP測定値と呼ぶか呼

ばないかはさておき、先ほど、小計

の表示が有用な情報を提供するので

あれば、企業はそれらの小計を表示

することは否定されないとのお話が

ありましたが、BC15項に記載され

ているnon-GAAP測定値はどのよう

なものを想定されていらっしゃるの

でしょうか。
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Robinson Non-GAAP測定値を

どのように考えるかについては、さ

まざまな考え方があります。IFRS

に従っているのであれば、それは

GAAP測定値であり、IFRSの認識要

件や測定要件に従っていない測定値

がnon-GAAP測定値であると考える

こともできます。これはあくまでも

私の個人的見解です。

倉 持 そういった意味では、小

計はnon-GAAP測定値というよりも

追加的なGAAP測定値といったとこ

ろでしょうか。

Robinson そうですね。追加的

といえるかもしれません。

Mackintosh とても微妙なバラ

ンスがあると思います。IASBは、

あらゆる新しい測定値が生み出され

ることを奨励したいとは考えていま

せん。しかし、それが目的適合的な

情報であるのであれば、表示すべき

であるといっています。そして、こ

こでも問題は ほとんどの場合で

これが問題になるのですが 比較

可能性です。日本のように、すべて

の企業に対して、総利益、営業利益、

呼び名はどうであれ、他の項目を表

示するよう求めたとすれば、比較可

能性は高まるかもしれません。「か

もしれません」といったのは、各小

計に何を含めるかの決定は企業によっ

て異なるかもしれないからです。そ

の場合、比較可能にみえる同じ小計

でも、その小計に係る情報が異なっ

ており、実際には比較可能ではない

可能性があります。

岸 上 検討中ということですね。

Robinson はい。開示原則に関

するプロジェクトの一部として取り

組んでいます。確か2014年10月に、

財務諸表に含まれるIFRS以外に基

づく情報に関するペーパーをIASB

に提示する予定になっていたと思い

ます。

２．営業利益などの業績指標の表示

倉 持 営業利益のような業績指

標を明確に定義し、その開示をすべ

ての企業に対して要求することで、

損益計算書の情報の有用性・比較可

能性が高まるという考え方もありま

すが、公開草案IAS第１号はそれと

は異なる方向性を示しました。営業

利益のような標準化した業績指標を

設けるべきという関係者の見解に対

して、何かご意見はありますか。

Mackintosh 議論されているわ

けではないので、あくまでも個人的

見解ですが、営業利益のような業績

指標を定義することは、特に、国際

的文脈において困難であると思いま

す。IASBは、2014年６月の暫定的

決定において、包括利益の中の重要

な数字は純損益であるとしました。

IASBは、さらに多くの業績指標を

設定することに対しては消極的では

ないかと思います。今後、検討する

可能性を否定するわけではありませ

んし、業績指標の開示を禁止するわ

けではありません。他方、IASBが

業績指標を標準化することを望んで

もいないのではないかと思います。

Robinson 損益計算書上の詳細

な表示科目を検討することは、開示

に関する取組みの目的ではありませ

ん。それは本プロジェクトの範囲に

は含まれません。Non-GAAP測定値

とは何か、一般原則として代替的業

績指標�の表示が容認されるのは本

体なのか注記なのかといった高いレ

ベルでの議論は行う可能性はありま

すが、損益計算書本体の表示科目に

関して詳細に検討することは予定し

ていません。

１．財務諸表とそれ以外の情報との

境界線･基本財務諸表と注記の関係

倉 持 次に、どのような項目を

MD&Aのような経営者による説明に

記載し、どのような項目を財務諸表

（及び注記）に記載すべきかといっ

た、経営者による説明と財務諸表の

境界線の問題も、開示原則に関する

プロジェクトの中で取り上げるのか、

あるいは、むしろ、財務諸表と注記

の関係により重点を置いているのか

どうか、お聞きしたいと思います。

後者に重点を置いて検討されている

と思いますが、経営者による説明と
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【図２】経営者による説明と財務諸表の境界線

財務報告書

経営者による

説明（MC）

財務諸表

基本財務諸表 注記

IASB客員研究員 倉持亘一郎氏

ディスカッション・ペーパー「経営者による説明」図1.1�に基づき作成
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財務諸表の境界線（前頁図２参照）

との関係についてもご説明いただけ

ますか。

Robinson 概念フレームワーク

では、財務諸表が何であるかを取り

扱っています。これによって財務諸

表と経営者による説明の境界がある

程度明らかになるのではないかと思

います。この全般的な原則に基づい

て、開示原則に関するプロジェクト

の中で財務諸表の本体に計上する項

目と、財務諸表の注記に表示する項

目について詳細な検討を行うことに

なると思います。財務諸表注記の目

的を明らかにすることにより、重要

性の判断、作成者が何を注記すべき

かの判断に資すると考えています。

Mackintosh 概念フレームワー

クでの検討後、各基準レベルでさら

に詳細な決定を行うことになります。

すべては集約と分解に関係していま

す。１組の財務諸表は、要するに集

約された数値です。どこまで集約す

るか、何と何を一緒にするか、何を

別にするかという問題です。本体に

あまり詳しく表示することは好まし

くありません。注記は、その中間の

目的を果たすものであると考えてい

ます。例えば、金融負債に６つの科

目を表示すると分かりにくいため、

１つの表示科目にまとめ、その内訳

を注記で開示するのです。分かりや

すく表示するために財務諸表の本体

を必要以上に複雑にせず、財務諸表

の注記で必要な情報を開示するので

す。

Robinson 企業がこの決定を行

う上で有用となるような原則を、開

示原則に関するプロジェクトで検討

しています。

Mackintosh 基準設定を行って

いく際に有用な原則でもあります。

Robinson はい。先ほど概念フ

レームワークから原則を定めるとい

うお話をしましたが、私たちは、こ

れらの開示原則の一部は、作成者が

開示内容を決定するのと同じように

IASBが基準設定において何を開示

すべきで、何を開示すべきでないか

を決定する際に適用できると考えて

います。そのため、概念フレームワー

クではなく、基準書レベルで定める

ことが適切であると思います。

倉 持 例えば、新しい収益認識

基準では、収益の分解が要求されて

いますxviが、どのような場合にそれ

を損益計算書の本体で表示するのか、

注記で開示するのかは明確ではあり

ません。分解表示を本体・注記のい

ずれで表示・開示するのかに関して、

何らかの原則を定める必要があると

いえるのかもしれませんね。

Mackintosh IFRSを含めたあら

ゆる会計基準に共通することですが、

基準の開発、及び、本体に表示する

項目と注記で開示する項目の決定が、

開示に関する原則がない中で行われ

てきており、この点は批判されてし

かりだと思います。基準設定主体の

頭の中には何らかの開示に関する原

則があったのかもしれませんが、そ

れが明文化されることはありません

でした。今回の検討の中で、そうし

た原則を定め、何をどこで表示する

かに関して、より首尾一貫した決定

が行えるようになればと考えていま

す。

Robinson 日本のように、事実

上、財務諸表の表示形式が明確に定

められている国では状況が異なるか

もしれませんが、IFRSでは多くの

場合、財務諸表本体と注記のどちら

で表示するかは、企業による判断が

行われます。それは、財務諸表本体

は、企業、また、その業績や財政状

態を反映する最も重要なものである

ためです。そのため、IASBの開示原

則は、企業自身がその状況に即した

表示を行えるよう、柔軟性の高いも

のでなければならないと思います。

Mackintosh IASBは、経営者に

よる説明に関し、拘束力のない実務

記述書を公表していますxvii。公表時、

私はIASBの理事ではありませんで

したが、その規範性については

IASBでかなりの議論が行われたと

聞いています。拘束力のある基準と

すべきとした理事もいれば、基準化

は必要ないと考えた理事もいました。

この実務記述書は、その妥協案です。

概念フレームワークの大半は、財務

諸表に重点を置いています。私たち

の仕事は、経営者による説明ではな

く、財務諸表に対するものであると

考えています。

２．報告企業の規模に応じた開示

倉 持 日本の証券市場には、大

規模企業だけでなく、小規模企業も

上場しており、IFRSに移行した場

合、シンプルなビジネスを営む小規

模企業に対しても大規模企業と同じ

程度に多くの開示が要求されるので

はないかとの懸念が一部にあります

が、IFRSで求められる開示は個々

の企業の状況に応じた柔軟なものか

と思います。企業の規模が大きく複

雑である場合は多くの開示を要求さ

れるかもしれませんが、企業の規模

が小さくビジネス・モデルも単純な

場合、IFRSを適用しても、開示は

企業の実態に即した比較的簡素なも

のになるとお考えでしょうか。

Mackintosh 企業の規模ごとの

会計基準の適用と開示は、これまで

国・地域レベルで決定されてきまし

た。例えば、オーストラリアの場合、
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すべての企業にIFRSの適用が義務

付けられています。

倉 持 オーストラリアでは、非

上場企業に対してもIFRSの適用を

要求していますね。

Mackintosh ただし、非上場小

企業に関しては、一部の開示要求が

変更されています。フランスやドイ

ツは、上場企業の連結財務諸表に対

してIFRSを要求することを決定し

ました。これは、EU規制により要

求されているからです。そして、そ

れ以外の企業に関しては、フランス・

ドイツ基準を適用しています。英国

は、上場企業の連結財務諸表に対し

てIFRSを要求していますが、上場

企業の単体財務諸表や非上場企業の

財務諸表に対してもIFRSを使用す

ることができます。また、中小企業

向け国際財務報告基準（SME基準）

もありますが、これは上場企業に対

して適用することができないと明確

に定められています。

岸 上 SME基準の採用は、また

別の話なのではないでしょうか。

Mackintosh そうですが、以前

同様の問題意識に基づく質問が提起

されました。一部の国の関係者から、

上場している小規模企業の開示は簡

素なものであるべきであり、SME基

準を適用できるようにすべきではな

いかとの提案がなされました。

また、銀行や保険会社に対しては、

非上場企業であってもIFRSが強制

されている国もあり、協同組合など、

非常に小規模な銀行ではIFRSの適

用が難しいという意見もあるようで

す。IASBが基準設定を行う際に、

一般的に規模の大きい、国際的な上

場企業を念頭に置いて基準を策定し

ていますが、どの企業に適用するか

は各国が定めることです。

岸 上 各国が範囲を決めること

ができるということですね。

Mackintosh そうです。各国は

IFRSをどのように適用するか決め

ることができます。ただし、上場企

業にSME基準を適用することはでき

ません。上場している小規模企業に

SME基準の適用を認めてほしいとい

う意見もあれば、IFRSとSME基準

の間の基準を作成してほしいとの意

見もあります。ただし、そのような

基準を作成する可能性は非常に低い

と思います。例えば、複雑な金融商

品を保有していたとして、IFRS第

９号以外に何を適用すればよいので

しょうか。取得原価での計上を認め

ればよいのでしょうか。IFRS第９

号以外であれば、その方法しかない

と思うのですが、それを認めてしまっ

たら、財務諸表は意味を失ってしま

うことになります。連結グループ内

の単体企業にもIFRSは適用できま

すが、各国の基準を適用したいので

あれば、IASBはそれに介入するこ

とはありません。それぞれの国が決

めることです。

布 施 IFRSの適用対象がそれ

ぞれの国・地域によって異なります

が、多くの国・地域ではすべての上

場会社にIFRSの適用が求められて

います。

Mackintosh そうですね、私の

知る限り、少なくとも上場企業の連

結財務諸表には適用が要求されてい

ます。

倉 持 以前、証券監督者国際機

構（IOSCO）の仕事をする中で、上

場している以上は企業は高い社会的

責任を負い、公益にかなうよう、

IFRSのような充実した開示を求め

るというのが規制当局の考え方かと

個人的に感じました。

布 施 そうですね。とはいうも

のの、大規模であり、事業構造が複

雑な企業の場合、事業の複雑さにつ

いて多くの事項を開示する必要があ

るため、最終的に財務諸表の量は多

くなると思います。一方で、上場し

ている小規模企業が完全版IFRSを

適用したとしても、ビジネス・モデ

ルがシンプルであれば、 これは

重要性の問題になるとは思いますが

結果として財務諸表の開示量は

少なくなると思います。すべての上

場企業がIFRSの適用を要求された

としても、IFRS適用の結果は、大

規模企業や複雑な事業の場合は開示

量が多く、小規模企業やシンプルな

事業の場合の開示量は少なくなる。

IFRSはこのような柔軟性を認めて

いると思うのですが、いかがでしょ

うか。

Mackintosh まったく同意見で

す。私は、上場している小規模企業

にSME基準の適用を求める関係者に、

まさにそのことを主張しました。い

ずれにせよ、今の意見に全面的に同

意します。事業が小規模で単純な場

合、財務報告書も量が少なく、シン

プルなものになると思います。

岸 上 開示量も少なくなります

ね。
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Mackintosh そのとおりです。

Robinson これも本プロジェク

トの目的の１つです。シンプルな小

規模企業がIFRSを適用し、開示の

要求事項を解釈するにあたり、どの

要求事項を適用し、どの要求事項を

適用しないかを判断することができ

ます。私たちは、その判断を行える

ようにするための指針を与えなけれ

ばなりません。作成者が基準の文言

に照らして重要性の判断を行うこと

ができるよう、開示の要求事項を記

述することができると思います。そ

ういった点では、現行基準の文言は

必ずしも十分な助けとなっていない

ケースもあるかもしれません。

３．財務諸表の表示（FSP）プロジェ

クト

倉 持 次の質問は、以前、検討

が行われていた財務諸表の表示に関

するプロジェクトについてです。概

念フレームワークや開示に関する取

組みが終了した時点で今後の取組み

が判断されることになるのかもしれ

ません。現在、特定の方向性は決まっ

ていないと思うのですが……xviii。

Mackintosh まずは概念フレー

ムワークと開示に関する取組みを終

わらせる必要があります。開示に関

する取組みの中で、財務諸表の表示

について議論が行われるかもしれま

せんが。

Robinson 財務諸表の表示に関

するプロジェクトでは多くの作業が

行われていました。集約と分解、一

体性（cohesiveness）、活動ごとのグ

ループ化xixといった原則は、基本財

務諸表の本体で考慮するだけでなく、

注記にも適用される概念であると考

えています。これはすべて、財務諸

表全体でどのような表示を行うかと

いう問題の一部であることから、そ

うした原則を基に開示に関する取組

みで検討を行うことになります。し

かし、その次のステップである、損

益計算書やキャッシュ・フロー計算

書の詳細を定める財務諸表の表示に

関するプロジェクトについての計画

はありません。しかし、IASBはこ

れについて真剣に検討を行う必要が

あると思います。

なお、開示に関する取組みでは、

キャッシュ・フロー計算書について

検討を行う予定です。英国の財務報

告協議会（FRC）が、キャッシュ・

フロー報告全般に関する見解や、キャッ

シュ・フロー報告においてどのよう

な情報が有用かをまとめ、IASBに

報告することになっています。こう

した、より全般的な原則を、開示に

関する取組みにどの程度織り込める

か検討する予定です。

岸 上 日本では、直接法はあま

り歓迎されていません。

Mackintosh 歓迎していない国

は多いと思います（笑）。直接法は、

理論上、概念上は正しいのですが、

適用が容易ではありません。そもそ

も、そのために代わりの方法が示さ

れたのだと思います。ただ、基本的

な調査は興味深いと思います。キャッ

シュ・フロー計算書の目的は何か、

誰が使用するのか、人々にとってど

のような情報が有用なのかといった

ことを真剣に考える必要があると思

います。

倉 持 キャッシュ・フロー計算

書に対する意見については、地域に

よる違いもあると思います。米国の

投資家、特にCFA協会は直接法を求

めていましたね。一方、欧州の投資

家は間接法の方を望んでいるようで

したが。

Mackintosh 私個人も間接法が

よいと思いますが、これについては

国ごとに見解が異なっています。米

国と欧州の対立の構図だけではない

ことに注意しなければなりませんが、

米国以外で直接法を支持している国

はほとんどないということはいえる

と思います。

Robinson 財務諸表の表示に関

するスタッフ・ドラフトxxに対して

は、多くのフィードバックが寄せら

れましたので、それを検討する必要

があります。原則については幅広い

支持があったと思いますが、キャッ

シュ・フロー計算書の直接法を支持

する声は多くなかったと思います。

Mackintosh 私も反対でした。

Robinson ただ、フィードバッ

クを踏まえた検討が必要です。

倉 持 次の質問は、日本の関係

者の関心が高い、純損益とその他の

包括利益（OCI）についてです。日

本では、この点に関するIASBの考

え方に対する関心が高いです。これ

は、今でもIASBが純損益を軽視し

ているのではないかとの懸念が日本

の関係者の間であるからだと思いま

す。

Mackintosh 日本の関係者の気

持ちは理解できます。というのも、

IASBの見解はこの10年で変わって

きました。当初は包括利益は重要で

あるとしていましたが、2014年６月

に下された暫定決定xxiは、大きな転

換を明確に示していると思います。

まず、純損益は小計として表示し

ます。これは従来の考え方です。次

に、純損益は企業の業績に関する主

要な情報源である、唯一ではありま

せんが、主要な情報源であると明記
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します。IASBがディスカッション・

ペーパー以外でこのように述べたこ

とはこれまでになかったと思います。

最初の前提として、OCIに含める

ことが企業の業績に関する主要な情

報源としての純損益の目的適合性を

高める場合を除き、すべての収益及

び費用は純損益に計上すべきである

と要求します。これは、反証可能な

推定として定められます。

そして、もう１つの反証可能な推

定が設けられます。それは、リサイ

クリングを行わない理由がない限り、

すべてリサイクリングを行うという

ものです。これも反証可能ですが、

そのためにはリサイクリングを行わ

ない正当な理由がなければなりませ

ん。

このように、概念レベルでは、純

損益が主要な情報源であるとされま

す。OCIに計上する正当な理由がな

い限り、すべて純損益に計上しなけ

ればなりません。これらを合わせる

と、純損益の役割に関してとても強

いメッセージになっていると思いま

すし、このように確固たる見解に至っ

たのは初めてのことだと思います。

そして、この考え方は多くの理事が

支持しました。私個人は反証可能な

推定に反対していますが、これは

「反証可能」という点が適切ではな

いと考えているからであり、考え方

そのものには賛成しています。おそ

らく、今後、IASBは全会一致でこ

れらの提案に賛成すると思います。

岸 上 興味深いですね。ところ

で、現在の概念フレームワーク・プ

ロジェクトを完了した後に、企業の

業績について引き続き調査や検討を

行う予定はありますか。

Mackintosh そうですね。いろ

いろ審議すべきことがありますので。

まず、概念フレームワークの公開草

案を公表し、これらの幅広い原則に

ついて、人々の意見を聞かなければ

なりません。そして2015年末にかけ

て、最終的な概念フレームワークの

内容を決定しなければなりません。

問題になるのは、財務諸表の表示に

関する基準を策定するかどうかです。

これはIASBの間でも意見が分かれ

るところだと思います。策定すべき

だと強く主張している人もいれば、

強く反対している人もいますが、概

念フレームワーク及び開示に関する

取組みの完了がみえてきた時点でこ

れを議論し、方向性が決定されると

思います。

Robinson 開示に関する取組み

によって、先ほどお話した、本体と

注記に開示する項目を決定する際に

適用できる原則を策定できればと思

います。これは、IASBがさらなる

取組みを行うと決定した場合の枠組

みになるものと考えています。最終

的には損益計算書とキャッシュ・フ

ロー計算書の問題になりますので、

ここではあえて業績報告といいます

が、最終的にIASBは、それをその

先どのように進めていくかを考える

ことになると思います。先ほど

Mackintoshさんがおっしゃったよう

に、さまざまな見解があるようです

が……。

倉 持 最後に日本の関係者の皆

さんへメッセージをお願いできます

か。

Mackintosh IFRSを適用してい

ただければと思います。（一同笑）

日本の関係者の方々は、大変思慮深

く、徹底していて、とても有益なサ

ポートをいただいています。開示に

関する取組みは非常に重要ですし、

IASBがどのような理由でプロジェ

クトに取り組み、どのような検討を

進めているのかをこのような記事の

形で広くご理解いただけることはあ

りがたいことだと思います。IASB

は開示をよりよいものにするために、

この検討を進めていきます。本日は

どうもありがとうございました。
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pdf参照）

詳細は、川西安喜「国際会計基

準審議会 （IASB） の公開草案

『開示に関する取組み：IAS第１

号の改訂案』（『会計・監査ジャー

ナル』No.707、2014年６月）を参

照。

ⅶ 公開草案IAS第１号修正案第31

項では、「企業は、あるIFRSで扱

われている事項に関する情報を、

財務諸表利用者のニーズを満たす

ために表示又は開示する必要があ

るか否かについて、当該情報が当

該IFRSの具体的な開示の要求事

項に含まれていない場合であって

も考慮しなければならない」とさ

れている。

ⅷ 公開草案IAS第１号修正案第

113A項では、「注記の体系的な順

序を決定する際に、企業は、財政

状態又は財務業績の理解に最も関

連性が高いと考える開示を目立た

せる方法又はいくつかの注記の間

の関係を理解可能にする方法で注

記を配列する場合がある」とされ

ている。

ⅸ 本インタビューでの発言にある

とおり、non-GAAP測定値の考え

方はさまざまであるとされており、

参考のため、カナダのオンタリオ

証券委員会（OSC）とオーストラ

リア証券投資委員会（ASIC）の

見解を以下で紹介する。

OSCは、①non-GAAP財務測定

値は財務諸表で表示されない一方、

追加的なGAAP測定値は財務諸表

に表示される、②EBITDAは一般

的には、財務諸表外で表示される

non-GAAP財務測定値であるが、

場合によっては、 発行者が

EBITDAを包括利益計算書の小計、

すなわちGAAP測定値として表示

することができる、③EBIT又は

EBITDAの小計としての表示は、

利息・税金・減価償却費・償却費

の金額を、包括利益計算書で明確

に識別し、当該小計の下に表示す

る場合にのみ適切となるとしてい

る（CanadianOSC,CSAStaffNo-

tice52�306（Revised）-Non-GAAP

FinancialMeasuresandAdditional

GAAPMeasures,February2012.

OSCウェブサイトhttp://www.os

c.gov.on.ca/en/SecuritiesLaw_csa

_20120217_52�306_non-gaap.htm

参照）。

一方、ASICは、①non-IFRS利

益情報は、IFRSに準拠せずに算

定される、又は、IFRSに準拠し

て算定されるが、ある方法で調整

されるものである、②non-IFRS利

益情報を包括利益計算書で小計の

情報として表示すること等は企業

の財務業績の理解に適切ではなく、

小計の情報とはならないかもしれ

ないとしている（AustralianSecu-

rities& InvestmentsCommission

（ASIC）,Regulatory Guide230,

・Disclosingnon-IFRSfinancialinf

ormation・December2011.ASIC

ウェブサイトhttps://www.asic.go

v.au/asic/pdflib.nsf/LookupByFile

Name/rg230-published-9-december-

2011.pdf/$file/rg230-published-9-d

ecember-2011.pdf参照）。

ⅹ IASB,IAS1・PresentationofFi-

nancialStatements・,par.87.June

2011.

� 公開草案IAS第１号修正案85A

項によると、小計を表示する場合、

当該小計はIFRSに従って認識及

び測定が行われている項目で構成

されていなければならないとされ

ている。

� 公開草案IAS第１号修正案85項

では、「企業は、企業の財務業績

の理解に関連性がある場合には、

追加的な表示項目、見出し及び小

計を、純損益及びその他の包括利

益を表示する計算書に表示しなけ

ればならない」とされている。

� 公開草案IAS第１号修正案85A

項参照。

� 例えば、欧州証券市場監督機構

（ESMA）は、代替的業績指標（APM）

を提案しており、APMには、①

財務報告フレームワークで具体的

に定義されていない財務業績値

（EBIT、EBITDA、フリー・キャッ

シュ・フロー、純借入等）、②企

業の事業活動の物的業績を説明す
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るために設定された測定値（毎平

方メートル当たりの売上等）、③

他の開示要求事項を満たすために

開示される測定値（プロフォーマ

の財務情報、利益予測等）が含ま

れるとされている（EuropeanSe-

curities and Markets Authority

（ESMA）, Consultation Paper,

・ESMAGuidelinesonAlternative

PerformanceMeasures・,February

2014.ESMAウェブサイトhttp://

www.esma.europa.eu/system/files

/esma-2014-175_cp_on_the_draft_

guidelines_on_apms.pdf参照）。

� IASB,DiscussionPaper,・Man-

agement Commentary・,October

2005.（IFRS財団及びIASBウェブ

サイトhttp://www.ifrs.org/Curre

nt-Projects/IASB-Projects/Manag

ement-Commentary/DP05/Docume

nts/DPManagementCommentary.p

df参照）

ｘｖｉ IASB,IFRS15・Revenuefrom

ContractswithCustomers・,par.

114.May2014.

ｘｖｉｉ IASB,IFRSPracticeStatement

・ManagementCommentary・,De-

cember2010.

ｘｖｉｉｉ 2014年７月IASB会議で、業績

報告に関する調査研究プログラム

をプロジェクトに追加することが

暫定決定されている（IASB,IASB

Update,July2014.IFRS財団及び

IASBウェブサイトhttp://media.if

rs.org/2014/IASB/July/IASB-Up

date-July�2014.pdf参照）。

ｘｉｘ 最近の議論として、例えば、

2012年３月のIFRS解釈指針委員

会では、キャッシュ・フローの分

類方法として、①IAS第７号「キャッ

シュ・フロー計算書」第11項に基

づく活動の性質に従う方法、②財

政状態計算書上の関連項目又は基

礎項目の分類と整合する方法（一

体性原則）が検討され、IAS第７

号における主要な原則は①である

とされている （IFRIC Update,

March2012.IFRS財団及びIASB

ウェブサイトhttp://www.ifrs.org

/Updates/IFRIC-Updates/Docume

nts/IFRICUpdateMar12VB.pdf参照）。

ｘｘ IASB,・StaffDraftofanExpo-

sureDraft:FinancialStatement

Presentation,［Draft］International

FinancialReportingStandardsX・,

July2010.（IFRS財団及びIASBウェ

ブサイトhttp://www.ifrs.org/Cur

rent-Projects/IASB-Projects/Finan

cial-Statement-Presentation/Phase-

B/Documents/FSPStandard.pdf、

和訳はASBJウェブサイトhttps://

www.asb.or.jp/asb/asb_j/iasb/ed/

comments20100701.jsp参照）

概要は、又邊 崇「IASBの公

開草案『財務諸表の表示』スタッ

フ・ドラフトの概要」（『会計・監

査ジャーナル』No.662、2010年９

月）を参照。

ｘｘｉ IASB,IASBUpdate,June2014.

（IFRS財団及びIASBウェブサイト

http://media.ifrs.org/2014/IASB/

June/IASB-Update-June�2014.pdf

参照）
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